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一、背景 

外国人は言葉の壁などの原因により、災害が発生する

際に適切な退避行動を取れるか懸念されている。2020 年

台風 10 号では土砂災害が発生し，2 名ベトナム籍の技能

実習生が行方不明となり，1 名の遺体が発見された 1）。 

災害が起きた時に正しく判断するための基礎的な能

力：「防災リテラシー」が重要である。外国人当事者の防

災リテラシーを高め、地域の共助・公助に参加できるよ

うに、2019 年から、筆者は箕面市、箕面市国際交流協会

と一緒に、「外国籍住民防災リーダー養成研修」を行い、

持続可能な研修のあり方を検討している。 

二、調査目的と調査方法 
本調査は、研修の一環として、外国人にとって必要な

研修内容を設計するために実施している。また、防災リ

ーダー養成への参加が防災リテラシーの向上に繋がるか

どうかを明らかにすることを目的とした。 

 調査方法は、障がい当事者向けの防災リテラシー測定

尺度 2）、3）を参考に調査票を作成し、箕面市に在住、ある

いは通勤通学の外国人を対象に質問紙調査を行った。

2019 年は防災イベントで実施した 4）。2020 年は感染症が

蔓延していたため、2020 年 7 月 7 日～10 月 8 日に、箕面

市国際交流協会のホームページに、やさしい日本語、英

語、中国語、韓国語、ベトナム語、ポルトガル語の 6カ国

語の調査フォームのリンクを貼り、ウェブで実施した。 

三、調査対象者 
 箕面市の外国人人口は 2019年より 57人減って 2,918人、

市総人口の 2.1%を占めいる（2021 年 2 月末現在）5)。 

2020年の回答者は 21名であり、17名が箕面市に在住し、

4 名は箕面市周辺の市区に住んでいる。図 1 に回答者の属

性を示し、2019 年の結果と比べた。2020 年は、女性の回

答が多い。年齢は 30代が多く、日本に 10年以上に暮らし

ている人は約 4割である。母国で地震の経験がある人が少

なく、2019 年の結果に似ている。しかし、2019 年に実施

した防災イベントに参加した人数は約 3割しかいない。ま

た、2019 年と同じく借家で暮らしている人が多く、夫

婦・子供の世代が多い。一人暮らしの割合が増加した。 

日本語能力（図 2）については、日本語を話せる人が多く、

ニュースの聞き取りと漢字が苦手の人が 2019 年より減っ

たものの約 4 割にいる。 

 
図 1 回答者属性の概要 

 
図 2 日本語能力について 

四、防災リテラシー測定結果と 2 年間の比較 

防災リテラシー尺度は「1.災害の理解や知識」、「2.災

害への関心」、「3.自分でできる災害への備え」、「4.地域

の共助」、「5.災害時の行動や判断」、「6.災害発生後の避

難所での生活を想定すること」、「7.行政の備え」7 つの大

項目 40 小項目で構成されている。全回答者に占める「当

てはまる」と「どちらといえば当てはまる」を選んだ人

の割合を計算した（図 3）。本報では、2020 年調査結果

（単純集計）と 2019 年との比較を紹介する。 
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2020年についてみると、40項目の中で、「5.災害時の行

動や判断：(28)地震が起こった時、命を守る行動をとれ

る」と、「6.避難所生活：(35)避難所では周りの人と積極

的に挨拶をしようと思う」が最も多い。その一方で、最

も少ない項目は「4.地域の共助：(25)自分の個人情報を

近所の人と共有することは、いざという時のためでも抵

抗がある」であり、次いで「4.地域の共助：(21)わたし

が必要な助けは、地域の人に日ごろから伝えている」で

ある。 

次に、2019年と比較し、下記の 3点に特徴がみられた。 

①ほぼ差が出ていない項目は「5.災害時の行動や判

断：(32)自力での避難が難しいとき、周りの人に助けを

求めることができる」であり、2 ヵ年の結果とも高い。 

②2019 年と比べ、最も増加した項目は「4.地域の共

助：(26)災害時の対策について「私たちのことを、私た

ちぬきに、決めないで」と思う」である。また、「3．災

害への備え：(13)寝室や出入り口付近には、倒れやすい

家具を置かないようにしている」と、「7.行政の備え：

(38)私の住んでいる市にはどのような防災の計画がある

か知っている」の増加も大きい。 

③一方で、最も減った項目は「6.避難所生活：(33)必

要な食べ物、薬や装具について、避難所の人に具体的に

伝えることができる」である。「2.災害への関心：(6)災

害や防災に関する情報を常にチェックしている」と、「4.

地域の共助：(23)災害が起ったときに、近所で一緒に避

難してくれる人がいる」も大きく減少している。 

以上から、災害知識や行政の対応を知っており、平時

から備えを行い、被災したら避難所で積極的に他人に声

をかけて、いろいろな役割を担おうと思う人は増えたこ

とがわかった。しかし、災害への関心がやや減り、被災

したら自分が要支援者として、周りからどう配慮しても

らえばいいかということを考える機会があまりないこと

が推測できる。 

六、今後の展望 
今後では、調査した結果をクロス集計などの分析を行

う予定である。その上で、それらの結果をふまえ、2021

年度研修事業を検討していきたい。 
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図 3 防災リテラシー調査・比較の結果 
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